
住宅の耐震化により建物被害と人的被害が大幅に減少します。

【お問い合わせ先】

〒920-8577 金沢市広坂1丁目1番1号 第一本庁舎３階

金沢市 都市整備局 建築指導課 建物安全推進室

TEL：076-220-2059 FAX：076-220-2134

出典：石川県地震被害想定調査概要版（抜粋）

ー金沢市被災木造住宅耐震改修工事費等補助制度のあらましー

（ ）

あなたの建物の

を支援します！



補助対象の確認

建築士法に定める建築士であって、所定の講習会を修了している者

（耐震事業者リスト(※５)を参考にしてください。）

令和６年能登半島地震により被災し、耐震性が低下（基礎、外壁の損傷等）した

木造住宅のうち、次のすべてに該当し、建築基準法に適合(※１)しているもの

《用途》 一戸建て住宅(※２)

《階数》 ３階建て以下のもの

《その他》 り災証明書(※３)が発行されており、公費解体を利用しないもの

補助対象となる建築物の所有者等で、市税を完納している者(※４）

チェック① 建物の要件

チェック② 申請者の要件

チェック③ 診断者・設計者の資格

チェック④ 工事施工者の資格

・特に定めはありません。

（請負額、工事の内容によって、建設業の許可が必要になります。）

・「誰に頼んでよいか分からない。」という場合には、耐震事業者リスト(※５)を

参考にしてください。

・設計した建築士に工事監理を依頼すると、より客観的に工事の内容や品質等を

確認してもらうことができます。

※１ 是正により適合するものを含む。
※２ プレハブ工法、丸太組工法、その他特殊な工法（建築基準法旧38条認定等）

で建築されたものは除く。また、併用住宅の場合、住宅部分の床面積が過半
を超えること。

※３ 令和６年能登半島地震によるものに限る。また、申請に際し、耐震性の低下
を確認できる写真（壁・基礎等）が必要です。

※４ 所有者が複数の場合等は、建築指導課へお問い合わせください。
所有者の親族による申請も可能です。

※５ 耐震化に取り組む建築士事務所や工務店等のリストが石川県ホームページで
確認できます。

※６ 容易な耐震診断は、所有者の方でも診断可能です。採用の可否については、
建築指導課にご相談ください。

※７ 診断の結果、上部構造評点が1.0以上の場合は、診断補助のみです。
また、耐震改修工事又は建替え工事を前提にするものに限ります。

※８ 住宅金融支援機構「リ・バーズ60」の利子補給を利用する場合は、当該金額
から最大57.5万円を減じた額

※９ 建替え工事の場合、現在の住宅の床面積に基準となる㎡単価を乗じたものと
280万円のいずれか低い金額となります。

（参考）耐震事業者リスト



耐震診断

構造計算を行い、建物の

強度(上部構造評点)を

算出します。(精密診断法

による耐震診断）

Step１(共通)

耐震改修工事完了までの流れ

耐震設計

構造的に弱い箇所を補強

し、上部構造評点が1.0

以上となるよう設計しま

す。

耐震改修工事

耐震設計に基づいて工事

を実施します。

Step２(耐震) Step３(耐震)

新築設計

建築確認申請等の手続き
を行います。

建替工事

解体工事→新築工事

建築基準法に基づく完了
検査において検査済証が
交付されます。

補助内容（補助率及び限度額）

対 象
耐 震 診 断(※7) 耐 震 改 修 (※８)・建 替 工 事（※９）

補助率 限度額 条 件 補助率 限度額

被災木造住宅
(一戸建て住宅)

3/4 15万円

(1)申請時に耐震設計図書を
提出

(2)過去に市の耐震設計補助
を受けていないこと

10/10 280万円

容易な耐震診断

全体が昭和56年5月31日以

前建築の住宅を建て替え

る場合、容易な耐震診断

調査票(※６)採用可能です。

Step１(建替) Step２(建替) Step３(建替)



耐震改修等の補助手続きの流れ

②−１耐震改修工事
耐震設計に基づいて工事を

実施します。リフォーム工事
と同時に実施することにより、
経費などの費用を抑えること
ができます。

②−２建替工事
既存住宅を解体し、同一敷

地内に住宅を新築します。

① 耐震診断
建物がどれだけ耐震強度が

あるのか確認します。

【建替工事以外】

事業者（設計者・施工者）の選定

市へ
計画認定申請

市が
計画認定通知

事業着手(事業者と契約)

市へ補助金交付申請

市が交付決定兼額の確定通知

【建替工事】

スタート

事業完了・精算・支払い

市へ補助金の請求

市が補助金の振込み

上部構造評点 判定

1.5以上
倒壊しない

1.0以上1.5未満
倒壊する可能性が
低い

0.7以上1.0未満
倒壊する可能性が
ある

0.7未満
倒壊する可能性が
高い

木造建物の耐震性は「上部構造評点」
という基準で評価します。

代理受領制度

申請者は事業費から補助金
額を差し引いた額を事業者に
支払い、補助金は市が直接、
事業者に振込むこともできま
す。

解体工事
↓

新築工事

耐震診断
または

耐震改修工事


